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（別紙） 

令 和 ５ 年 度 小 笠 原 村 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 

予 算 総 則 

 

 

 

令和５年度小笠原村簡易水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の総額及び区分） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 299,523 千円 と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出

予算」による。 

 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定によ

り起こすことができる地方債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法は、「第２表 地方債」による。 

 

 

令和５年３月９日提出 

 

小笠原村長 渋 谷 正 昭 

 

 

 

  



第１表  歳入歳出予算
歳  入 （単位：千円）

款 項 金 額

歳 入 合 計

 1. 分 担 金 及 負 担 金 1

 1. 負 担 金 1

 2. 使 用 料 及 手 数 料 97,291

 1. 使 用 料 97,196

 2. 手 数 料 95

 5. 財 産 収 入 5

 1. 財 産 運 用 収 入 5

 6. 繰 入 金 189,824

 1. 繰 入 金 189,824

 7. 繰 越 金 1

 1. 繰 越 金 1

 8. 諸 収 入 1

 2. 雑 入 1

 9. 村 債 12,400

 1. 村 債 12,400

299,523



歳  出 （単位：千円）

款 項 金 額

歳 出 合 計

01. 総 務 費 188,792

01. 総 務 管 理 費 188,792

04. 公 債 費 109,725

01. 公 債 費 109,725

05. 諸 支 出 金 6

01. 基 金 費 6

06. 予 備 費 1,000

01. 予 備 費 1,000

299,523



第２表　地　方　債

番号 起債の目的 起債の限度額
千円

1 公営企業会計適用債 12,400

合　　　計 12,400

起債の方法

証書借入れにより政府その他より起債する。

本債の起債時期が適当でないときは、本債

にかわる村債を起こすこともある。

利率 年４．０％以内

（ただし、利率見直し方式で借り入れる資金

について、利率見直しを行った後において

は、当該見直し後の利率）

償還の方法

政府、東京都、その他の金融機関につい

て、その融資条件による。

その他

事業執行状況その他の都合により起債額

の全部又は一部を翌年度に繰延起債するこ

ともある。
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歳入歳出予算総括表

第１　歳入歳出予算

（１）歳  入 （単位：千円）

款 比 較前 年 度 予 算 額本 年 度 予 算 額

 1.

 2.

×.

×.

 5.

 6.

 7.

 8.

 9.

分 担 金 及 負 担 金

使 用 料 及 手 数 料

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

村 債

1

97,291

0

0

5

189,824

1

1

12,400

299,523

1

97,868

7,300

3,650

6

137,601

1

61

13,900

260,388

0

△577

△7,300

△3,650

△1

52,223

0

△60

△1,500

39,135歳 入 合 計



（２）歳  出

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

（単位：千円）

国都支出金

比 較本 年 度 前 年 度

本 年 度 の 財 源 内 訳

 1.

×.

 4.

 5.

 6.

総 務 費

建 設 改 良 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

188,792

0

109,725

6

1,000

299,523

142,654

14,688

102,540

6

500

260,388

46,138

△14,688

7,185

0

500

39,135 0

12,400

12,400

176,392

109,725

6

1,000

287,123 0歳 出 合 計

一般財源



















簡易水道事業特別会計

１．　一　般　職　
（１）　総　括

△ 517比 較 60 △ 246 △ 346 135 △ 120

8,919

前 年 度 558 2,862 3,177 2,119 720 9,436

本 年 度 618 2,616 2,831 2,254 600
職員手当等
の 内 訳

区 分 扶 養 手 当
超 過 勤 務

手 当
期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当 合 計

30,886
（38,762）

比 較 △ 1 △ 1,881 76 △ 517 △ 2,322 △ 207 △ 2,529

4,858 28,357 負担金
25,986

5,065

区 分

職 員 数 給 与 費

前 年 度 6 2,209 14,176 9,436 25,821

本 年 度 5 328 14,252 8,919 23,499

共 済 費 合 計 備 考

（ 人 ） 報 酬 給 料 職員手当等 計

（単位：千円）

第2　給　与　費　明　細　書



簡易水道事業特別会計

ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

0 △ 373比 較 △ 373 0 0 0 0

443

合 計

本 年 度 70 70

△ 2,624

職員手当等
の 内 訳

区 分 期 末 手 当

375 3,027

比 較 △ 1 △ 1,881 0 △ 373 △ 2,254 △ 370

区 分

職 員 数 給 与 費

前 年 度 2 2,209 443 2,652

本 年 度 1 328 70 398

合 計 備 考

（ 人 ） 報 酬 給 料 職員手当等 計

（単位：千円）

0

負担金
 773

23,169

前 年 度

0

前 年 度 4 14,176 8,993

本 年 度 4 14,252 8,849 23,101

比 較

給 料 計

児 童 手 当期 末 手 当

4,853 27,954

区 分

職 員 数 給 与 費

共 済 費 合 計

職員手当等

備 考

（ 人 ） 報 酬

163 95

8,849

4,690 27,859

勤 勉 手 当

2,254

(629)

76 △ 144 △ 68

2,862

合 計

2,734 2,119 720

△ 246

前 年 度 443

8,993

本 年 度 618 2,616 2,761

558

600

27 135

職員手当等
の 内 訳

区 分

△ 144△ 120

扶 養 手 当
超 過 勤 務

手 当

比 較 60

（単位：千円）

5 403

共 済 費



簡易水道事業特別会計

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

1．

2．

1 月 人

人

人

人

1．

76 給与改定に伴
う増減分

0 5年度給与改定に伴う経費

（単位：千円）

区 分 増 減 額 増 減 額 の 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料

普通昇給に伴
う増減分

76
普通昇給に伴う経費（前年度
比）

昇給別職員数

昇給期 職員数

3

延伸 0

本年度

3．その他の増減分 0 職員退職・補充採用等 職員の異動状況

4

前年度 4

職員手当等 △ 517 制度改正に伴
う増減分

0

2．その他の増減分 △ 144 扶養手当 60

勤勉手当 135

期末手当 27

△ 120

超過勤務手当 △ 246

児童手当

期末手当 △ 373

　職員分

3.会計年度任用 △ 373



簡易水道事業特別会計

（３）給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与 イ　初任給

　ウ　等級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇　給

平 均 年 齢 50 短 大 卒 167,100 167,100

一般行政職 一般行政職

平均給与月額 349,112 高 校 卒 154,600 154,600

（単位：円、歳） （単位：円）

区 分 一般行政職
区 分

小 笠 原 村 国

令和5年1月1日現在

平均給料月額 292,375

令和4年1月1日現在

平均給料月額 290,800 大 学 卒 185,200 185,200

平均給与月額 344,350

平 均 年 齢 49

課長補佐の職務又はこれに相当する職務

4級 0.0 3級 係長及び主査の職務又はこれに相当する職務

区 分 職 務 内 容

職 員 数 構 成 比

一
般
行
政
職

5級 課長の職務又はこれに相当する職務

0.0 4級

1級 1 25.0

（単位：人、％）

区 分 級
一 般 行 政 職

令和5年1月1日現在

5級

3級 75.0 2級 主任の職務又はこれに相当する職務

2級 0.0 1級 定型的な業務を行う職務

3

3

計 4 100.0

令和4年1月1日現在

5級 0.0

4級

(人） 4 4

1級 1 25.0 昇給に係る職員数 （B) (人） 3

2級 0.0

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （A）

計 4 100.0

号給別別内訳

区 分 合 計
職 種

3級 3 75.0 一 般 行 政 職

0.0

(人） 0

8号給 (人） 0

6号給

2号給 (人） 1 1

4号給 (人） 2 2

2号給 (人） 1 1

4号給 (人） 2 2

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 （A） (人） 4 4

昇給に係る職員数 （B) (人） 3

比　　率　（B)　／　（A) （％） 75.0 75.0

比　　率　（B)　／　（A) （％） 75.0 75.0

3

号給別別内訳
6号給 (人） 0

8号給 (人） 0



簡易水道事業特別会計

　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和5年1月1日現在）
（単位：月）

　キ　地域手当（令和5年4月1日現在） 　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

給料総額に対する比率 0.00 0.00

職 制 上 の 段 階 職 務 の 級 等 に よ る 加 算 措 置
6 月 12 月

備考

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

（単位：月）

区 分
支 給 月 支給率

（月分）

国 2.200 2.200 4.40 有

前 年 度 2.150 2.150 4.30 有

区 分 20年勤続 の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）

（単位：％）

支 給 率 等 23.00 30.50 43.00 43.00
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

支 給 対 象 地 域 全 域 区 分 全 職 種 一般行政職

国 の 制 度
（ 支 給 率 ）

24.58688 33.2708 47.71 47.71

住 居 手 当 同

国 の 制 度

地域区分により

支 給 率 20%

差 異 の 内 容

支 給 対 象 職 員 数 0人

国の制度との異同

0.0

扶 養 手 当 同

支給対象職員の比率
（令和5年4月1日現在）

0.0

代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

通 勤 手 当 異
※交通機関利用者

１か月あたりの支給額限度
村　30,000円　　国　55,000円

20.0～0％

区 分



簡易水道事業特別会計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高に関する調書
（単位：千円）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金
償 還 見 込 額

1 普通債 976,913 924,220 19,500 74,990 868,730

2 財源対策債 316,379 293,941 0 27,103 266,838

3 公営企業会計適用債 18,800 29,500 12,400 0 41,900

（R4繰越明許分

19,500含む)

合　　　　　　計 1,312,092 1,247,661 31,900 102,093 1,177,468

区　　　　　　分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込額
当 該 年 度 末
現 在 高
見 込 額
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